
消費者庁「高齢者・障がい者の消費者トラブル 見守りガイドブック（令和２年２月発行）」
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「見守りネットワーク」について

【消費者庁ウェブサイト ⇒ 「見守りネットワーク総合情報サイト】としてリニューアル
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/network/

厚生労働省「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議」にて説明

【動画URL】
https://www.youtube.com/watch?v=U-2FbRRMS8M&list=PLMG33RKISnWjQ28eFAbEBMQAAbI_ulwxG&index=10
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令和２年度 消費生活協力員・協力団体養成事業
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受託者：特定非営利活動法人消費者支援ネット北海道

講座名：消費生活協力員・協力団体養成講座

日時：令和３年２月24日（水）

内容：Ⅰ できる！協力員活動の基礎知識

（法律の専門家等による講義）

Ⅱ ポイントはここ！事例で学ぶ協力員活動

（元消費生活相談員による声掛けの仕方などの講座）

参加者：約90名

消費者協会、センター・相談員、市役所・役場、商工会議所、生協、
地域包括支援センター、介護支援センター、病院、生保会社、宅配業者

など



高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会
（年1回10月開催）

２．「高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会」の開催目的

高齢者及び障がい者の消費者トラブルの防止等を図るため、「高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会」を開催し、消費者トラブル
に関して情報を共有するとともに、高齢者及び障がい者の周りの方々に対して悪質商法の新たな手口や対処の方法などの情報提供を行う仕組みを構
築する。

３． 「高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会」構成員

高齢福祉関係団体

一般社団法人日本介護支援専門員協会

一般社団法人日本在宅介護協会

公益社団法人全国老人福祉施設協議会

公益社団法人認知症の人と家族の会

公益財団法人介護労働安定センター

公益財団法人全国老人クラブ連合会

社会福祉法人全国社会福祉協議会
・地域福祉推進委員会

全国ホームヘルパー協議会

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会

全国民生委員児童委員連合会

特定非営利活動法人高齢社会をよくする女性
の会

障がい者関係団体

一般財団法人全日本ろうあ連盟

全国手をつなぐ育成会連合会

社会福祉法人日本身体障害者団体連合会

社会福祉法人日本視覚障害者団体連合

公益社団法人全国精神保健福祉会連合会

専門職団体

公益社団法人日本介護福祉士会

公益社団法人日本社会福祉士会

公益社団法人日本精神保健福祉士協会

日本弁護士連合会

日本司法書士会連合会

公益社団法人成年後見センター・リーガルサ
ポート

消費生活関係団体

公益財団法人消費者教育支援センター

一般財団法人日本消費者協会

公益社団法人全国消費生活相談員協会

公益社団法人日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント・相談員協会

主婦連合会

全国消費者行政ウォッチねっと

一般社団法人全国消費者団体連絡会

全国地域婦人団体連絡協議会

特定非営利活動法人消費者機構日本

日本生活協同組合連合会

自治体関係

全国知事会

全国市長会

全国町村会

消費生活関係団体

一般社団法人全国銀行協会

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人第二地方銀行協会

一般社団法人全国信用金庫協会

一般社団法人全国信用組合中央協議会

一般社団法人日本フランチャイズチェーン
協会

公益社団法人全日本トラック協会

全国農業協同組合中央会

政府等

内閣府 経済産業省

警察庁 国土交通省

金融庁 消費者庁

厚生労働省
独立行政法人国民
生活センター

１．見守りネットワーク(消費者安全確保地域協議会)について

平成26年6月の消費者安全法(平成21年法律第50号)の改正により、高齢者、障がい者、認知症等により判断力が不十分となった方の消費者被害を防ぐ
ため、地方公共団体及び地域の関係者が連携して見守り活動を行う「消費者安全確保地域協議会(見守りネットワーク)」を設置できることが規定された。

高齢者や障がい者を消費者トラブルから守るためには、福祉関係者や医療関係者、警察や消費者団体、民間事業者の方、消費生活サポーターや自治
会の方など、地域で見守る多様な担い手のみなさんの気付きを消費生活センターにつなぐことが何より大切となる。


